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第１章 総則・保険者              
 

第１節 総則・保険者 

1. 目的（法１条） 

健保法は、労働者又はその被扶養者の業務災害（労災法第７条第 1項第 1

号に規定する業務災害をいう。）以外の疾病、負傷若しくは死亡又は出産に

関して保険給付を行い、もって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与するこ

とを目的とする。 

 

Ｈop! 

1. 健保法は、大正 11 年４月に制定され、昭和２年１月に全面施行されてお

り、日本で最も古い社会保険に関する法律である。 

また、従来は、業務外の事由による疾病、負傷等について保険給付が行

われていたが、平成 25 年 10 月より、業務上の疾病、負傷等であっても、

労災保険の支給対象とならないとき（副業として行う請負業務やシルバー

人材センターの業務など）は、健康保険の保険給付が行われることとされ

ている。 

 

2. 基本的理念（法２条） 

健康保険制度については、これが医療保険制度の基本をなすものであるこ

とにかんがみ、高齢化の進展、疾病構造の変化、社会経済情勢の変化等に対

応し、その他の医療保険制度及び後期高齢者医療制度並びにこれらに密接に

関連する制度と併せてその在り方に関して常に検討が加えられ、その結果に

基づき、医療保険の運営の効率化、給付の内容及び費用の負担の適正化並び

に国民が受ける医療の質の向上を総合的に図りつつ、実施されなければなら

ない。 

 

3. 保険者（法４条） 

健康保険（日雇特例被保険者の保険を除く。）の保険者は、全国健康保険

協会及び健康保険組合とする。 
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Ｈop! 

1. 健康保険の保険者は、政府及び健康保険組合であったが、平成 20年 10月

から、新たに公法人である全国健康保険協会（以下「協会」という。）が設

立され、協会が政府に代わって保険者として健康保険（全国健康保険協会

管掌健康保険）を運営している。 

＊日雇特例被保険者の保険の保険者は、協会のみである。（法 123条１項） 

 

4. 全国健康保険協会管掌健康保険（法５条） 

（１）協会は、健康保険組合の組合員でない被保険者（日雇特例被保険者を

除く。以下同じ。）の保険を管掌する。 

（２）上記（１）の規定により協会が管掌する健康保険の事業に関する業務

のうち、被保険者の資格の取得及び喪失の確認、標準報酬月額及び標準

賞与額の決定並びに保険料の徴収（任意継続被保険者に係るものを除

く。）並びにこれらに附帯する業務は、厚生労働大臣が行う。 

 

Ｈop! 

1. 協会は、健康保険組合の組合員以外の全ての被保険者の健康保険を管掌し

ている。この協会が管掌する健康保険を、「全国健康保険協会管掌健康保険」

という。 

Step!! 

2. 協会が管掌する健康保険の事業に関する業務のうち、被保険者資格の得喪

や保険料徴収等の適用・徴収業務については、協会管掌健康保険と厚生年

金保険の適用が重なることから、事務の効率性や事業所の負担軽減等を図

るため、厚生年金保険と一体的に厚生労働大臣が行う。なお、任意継続被

保険者に係る手続は、協会が直接行う。 

 

Jump!!! 

3. 平成 22 年 1 月の日本年金機構法の施行により、新たに非公務員型の年金

公法人である日本年金機構（以下「機構」という。）が設置され、厚生労働

大臣の直接的な監督の下に、機構が一連の運営業務を担っており、機構へ

の厚生労働大臣の権限に係る事務の委任及び事務の委託等が行われてい

る。 
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5. 組合管掌健康保険（法６条） 

健康保険組合は、その組合員である被保険者の保険を管掌する。 

 

Ｈop! 

1. 健康保険組合が管掌する健康保険を、「組合管掌健康保険」という。 

 

6. ２以上の事業所に使用される者の保険者（法７条） 

同時に２以上の事業所に使用される被保険者の保険を管掌する者は、厚生

労働省令で定めるところによる。 
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第２節 全国健康保険協会 

1. 設立及び業務（法７条の２） 

（１）健康保険組合の組合員でない被保険者（以下単に「被保険者」という。）

に係る健康保険事業を行うため、協会を設ける。 

（２）協会は、次の①から⑥に掲げる業務を行う。 

①一般の被保険者に係る保険給付及び日雇特例被保険者に係る保険

給付に関する業務 

②保健事業及び福祉事業に関する業務 

③上記①、②に掲げる業務のほか、協会が管掌する健康保険の事業に

関する業務であって厚生労働大臣が行う業務以外のもの 

④上記①、②に掲げる業務のほか、日雇特例被保険者の保険の事業に

関する業務であって厚生労働大臣が行う業務以外のもの 

⑤立入検査等の規定による厚生労働大臣の事業主に対する命令並び

に質問及び検査を行う権限（健康保険組合に係る場合を除き、保険

給付に関するものに限る。）に係る事務 

⑥上記①から⑤に掲げる業務に附帯する業務 

（３）協会は、上記（２）に掲げる業務のほか、船員保険法の規定による船

員保険事業に関する業務（同法の規定により厚生労働大臣が行うものを

除く。）、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による前期高齢者納付

金等（以下「前期高齢者納付金等」という。）及び同法の規定による後

期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）並びに介護

保険法の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に関

する業務を行う。 

 

Step!! 

1. 法人格（法７条の３） 

協会は、法人とする。 

2. 事務所（法７条の４） 

（１）協会は、主たる事務所を東京都に、従たる事務所（以下「支部」という。）

を各都道府県に設置する。 

（２）協会の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 

3. 登記（法７条の７-１項） 

協会は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 
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2. 定款（法７条の６） 

Step!! 

1. 協会は、定款をもって、目的、名称等所定の事項を定めなければならない。 

2. 定款の変更は、原則として、厚生労働大臣の認可を受けなければ、その効

力を生じない。 

＊事務所の所在地の変更等一定の事項に係る定款の変更については、厚生

労働大臣の認可を受ける必要はなく、遅滞なくその旨を厚生労働大臣に

届け出ることで足りる。（則２条の３） 

 

3. 役員（法７条の９） 

協会に、役員として、理事長１人、理事６人以内及び監事２人を置く。 

 

Step!! 

1. 役員の職務（法７条の 10） 

（１）理事長は、協会を代表し、その業務を執行する。 

（２）理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは、理事のうちから、

あらかじめ理事長が指定する者がその職務を代理し、又はその職務を行う。 

（３）理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して、協会の業務

を執行することができる。 

（４）監事は、協会の業務の執行及び財務の状況を監査する。 

2. 役員の任命（法７条の 11） 

（１）理事長及び監事は、厚生労働大臣が任命する。 

（２）理事は、理事長が任命する。 

3. 役員の任期（法７条の 12） 

（１）役員の任期は３年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（２）役員は、再任されることができる。 
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4. 運営委員会（法７条の 18） 

（１）事業主（被保険者を使用する適用事業所の事業主をいう。以下同じ。）

及び被保険者の意見を反映させ、協会の業務の適正な運営を図るため、

協会に運営委員会を置く。 

（２）運営委員会の委員は、９人以内とし、事業主、被保険者及び協会の業

務の適正な運営に必要な学識経験を有する者のうちから、厚生労働大臣

が各同数を任命する。 

（３）運営委員会の委員の任期は、２年とする。 

 

Step!! 

1. 定款の変更、事業計画並びに予算及び決算等の重要事項については、理事

長は、あらかじめ、運営委員会の議を経なければならない。（法７条の 19-

１項） 

2. 上記の議を経なければならない事項のほか、運営委員会は、理事長の諮問

に応じ、又は必要と認める事項について、理事長に建議することができる。

（法７条の 19-２項） 

 

5. 評議会（法７条の 21） 

（１）協会は、都道府県ごとの実情に応じた業務の適正な運営に資するため、

支部ごとに評議会を設け、当該支部における業務の実施について、評議

会の意見を聴くものとする。 

（２）評議会の評議員は、定款で定めるところにより、当該評議会が設けら

れる支部の都道府県に所在する適用事業所の事業主及び被保険者並び

に当該支部における業務の適正な実施に必要な学識経験を有する者の

うちから、支部長が委嘱する。 

 

6. 協会の運営（法７条の 25～７条の 39） 

Step!! 

1. 事業年度（法７条の 25） 

協会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わるもの

とする。 

2. 事業計画等の認可（法７条の 27） 

協会は、毎事業年度、事業計画及び予算を作成し、当該事業年度開始前

に、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。 
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＊協会は、別に厚生労働大臣が定めるところにより、毎月の事業状況を翌

月末日までに厚生労働大臣に報告しなければならない。（則２条の８） 

3. 財務諸表等（法７条の 28） 

（１）協会は、毎事業年度の決算を翌事業年度の５月 31 日までに完結しなけれ

ばならない。 

（２）協会は、毎事業年度、財務諸表を作成し、これに当該事業年度の事業報

告書及び決算報告書（以下「事業報告書等」という。）を添え、監事及び

会計監査人の意見を付けて、決算完結後２月以内に厚生労働大臣に提出し、

その承認を受けなければならない。 

4. 会計監査人の監査（法７条の 29） 

協会は、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報

告書について、監事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければなら

ない。 

5. 各事業年度に係る業績評価（法７条の 30） 

厚生労働大臣は、協会の事業年度ごとの業績について、評価を行わなけ

ればならない。 

＊厚生労働大臣は、評価を行ったときは、遅滞なく、協会に対し、当該評

価の結果を通知するとともに、これを公表しなければならない。 

6. 秘密保持義務（法７条の 37） 

（１）協会の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、健康保険事業に

関して職務上知り得た秘密を正当な理由がなく漏らしてはならない。 

（２）上記（１）の規定は、協会の運営委員会の委員又は委員であった者につ

いて準用する。 

7. 監督（法７条の 39） 

（１）厚生労働大臣は、次の①から③のいずれかに該当するときは、期間を定

めて、協会又はその役員に対し、その事業若しくは財産の管理若しくは執

行について違反の是正又は改善のため必要な措置を採るべき旨を命ずる

ことができる。 

①協会の事業又は財産の管理若しくは執行が法令、定款又は厚生労働大臣

の処分に違反していると認めるとき 

②確保すべき収入を不当に確保せず、不当に経費を支出し、又は不当に財

産を処分し、その他協会の事業又は財産の管理又は執行が著しく適正を

欠くと認めるとき 



 

 

8 

③協会の役員がその事業又は財産の管理又は執行を明らかに怠っていると

認めるとき 

（２）協会又はその役員が上記（１）の命令に違反したときは、厚生労働大臣

は、協会に対し、期間を定めて、当該違反に係る役員の全部又は一部の解

任を命ずることができる。 

（３）協会が上記（２）の命令に違反したときは、厚生労働大臣は、上記（２）

の命令に係る役員を解任することができる。 

＊監督の規定は、健康保険組合についても準用されている。（法 29条 1項） 

8. 準備金（令 46条 1項） 

協会は、毎事業年度末において、当該事業年度及びその直前の２事業年

度内において行った保険給付に要した費用の額（前期高齢者納付金等、後

期高齢者支援金等及び日雇拠出金並びに介護納付金の納付に要した費用

の額（前期高齢者交付金がある場合には、これを控除した額）を含み、国

庫補助の額を除く。）の１事業年度当たりの平均額の 12 分の 1 に相当する

額に達するまでは、当該事業年度の剰余金の額を準備金として積み立てな

ければならない。 
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第３節 健康保険組合 

1. 健康保険組合（法８条・９条 1 項） 

（１）健康保険組合は、適用事業所の事業主、その適用事業所に使用される

被保険者及び任意継続被保険者をもって組織する。 

（２）健康保険組合は、法人とする。 

 

Ｈop! 

1. 日雇特例被保険者は、健康保険組合を組織する被保険者には含まれない。 

Step!! 

2. 健康保険組合は、その名称中に健康保険組合をいう文字を用いなければな

らない。また、健康保険組合でない者は、健康保険組合という名称を用い

てはならない。（法 10条） 

 

2. 健康保険組合の設立（法 11 条～22 条） 

Ｈop! 

1. 健康保険組合の設立には、任意設立と強制設立とがある。 

Step!! 

2. 任意設立（法 11 条・法 12 条・令１条の２） 

事業主が単独で設立する健康保険組合を単一組合、２以上の事業主が共

同して設立する健康保険組合を総合組合という。 

〔設立要件〕 

種類 被保険者の数 同意 認可等 

単一組合 常時 700 人以上 事業所ごとに 

被保険者の 

２分の１以上の 

同意 

規約を作り 

厚生労働大臣の 

認可を受ける 総合組合 
合算して 

常時 3,000 人以上 

＊２以上の適用事業所について健康保険組合を設立しようとする場合に

おいては、被保険者の同意は、各適用事業所ごとに得なければならない。 

＊健康保険組合の設立、合併、分割及び解散に関する厚生労働大臣の認可

に係る権限は、地方厚生局長及び地方厚生支局長には委任されていない。 

  


